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計画策定の背景 

 

京都市では，平成 17年 10月に改正した京都市消費生活条例で，基本理念として７つの

消費者の権利（以下「消費者権」という。）や消費生活施策を推進するうえで重要な３つの視

点を定めるとともに，消費者権の実現を図るため，行政のみならず，事業者等や消費者等の

責務や役割についても明記し，相互にその果たすべき役割を理解し，協働・連携することとし

ています。 

そして，こうした条例の基本理念を踏まえ，消費生活施策を総合的かつ計画的に実施し，消

費者権の実現を図るための基本的な計画として，同条例の規定に基づき京都市消費生活基

本計画を策定することとしています。 

一方，国の消費者政策においても，令和２年３月に第４期消費者基本計画が閣議決定され

ています。同計画では，高齢化の進行，成年年齢の引下げ，地域コミュニティの衰退等に加え

て，自然災害の多発化，感染症の拡大等，非常時においても，ぜい弱な消費者が生じることを

踏まえ，重層的かつきめ細かな対策を講じる必要があること，デジタル化の進展による電子

商取引の拡大を踏まえ，政策面・制度面からの対応が必要なこと，持続可能な社会の実現に

向け，消費者と事業者との協働・連携を促す必要があることを課題と捉えています。 

  さらに，今日においては，2015年の国連サミットで採択された SDGs1（持続可能な開発

目標）などの社会動向から，協働・連携の概念が持続可能な社会を実現するうえで，不可欠

なものであるとの共通の認識が高まっています。 

第 3次京都市消費生活基本計画は，このような社会情勢を追い風に，市民の消費生活が

より安心で安全であり，なおかつ，市民が人や環境に配慮した消費行動である「エシカル消

費」2を実践するなど，「消費者市民社会」3の形成に向けた基盤をより強固なものとするため

に，策定するものです。 

 

（７つの「消費者権」） 

 

 １ 消費生活が安心・安全であるとともに，財産を侵害されない権利 

 ２ 商品等の表示等の適正化を求める権利 

 ３ 事業者に対し不適正な取引行為を行わないことを求める権利 

 ４ 消費生活に関する重要な情報を迅速かつ適切に知る権利 

 ５ 消費者教育を受ける権利 

 ６ 行政及び事業者に消費者意見の反映を求める権利 

 ７ 消費者被害に遭った際に，迅速かつ的確に救済される権利 

 

（消費生活施策を推進するうえでの重要な３つの視点） 

 

 １ 食の安全の確保，環境への配慮 

 ２ 高度情報通信社会の進展への対応 

 ３ 食文化，始末の文化等京都固有の生活文化の尊重 

 

 
1 「SDGs」については，P3を参照 
2 「エシカル消費」については，P８を参照 
3 「消費者市民社会」については，Ｐ7を参照 

『京都市消費生活条例第３条第２項～第４項』 

『京都市消費生活条例第３条第１項』 
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第一章 計画策定の趣旨等 
 

１ 計画の基本理念 

 

商品やサービス（以下「商品等」という。）を消費・購入する主体を「消費者」といいます。私

たちは消費者であり，消費者には，安心して安全な消費生活を営む権利があるとともに，消費

生活において自主的かつ合理的に行動する役割があります。 

私たちが生活を営む京都は，山紫水明の美しい自然や歴史に培われた多様な文化が集積 

したまちです。京都市民が長年磨き上げてきた生活文化は，より豊かな消費生活の実現に向

けた社会理念の根幹を支えるものであり，未来に継承していく必要があります。 

これらを踏まえ，行政は，消費者の権利を更に強固なものとするためのアプローチと，消費 

者が主体となった便利で豊かな消費生活の実現に向けたアプローチを基本として，社会経済

情勢に応じた消費者施策を推進することが求められており，事業者には，これに協力するとと

もに，消費者に提供する商品等に関し，品質の向上や環境の保全に配慮することで，消費者

の信頼を確保することが求められています。 

そして，これら行政と事業者，消費者が，連携・協働し，一体となって取組を進めることによ 

り，全ての人が安心して安全に暮らせるより良い地域共生社会の実現を目指します。 

 

 

【参考】京都市消費生活条例における消費者の役割と事業者及び行政の責務 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇消費者権の実現に向けて主体的に取り組む 

〇消費生活に関する知識と理解を深め，自主的かつ合理的

に行動する 

〇消費生活施策及び事業者の事業について，消費者権を

実現する観点から意見を表明する 

〇消費生活において環境に配慮する 

〇消費生活に係る京都固有の生活文化の振興に寄与する 

 

 

 

 

 

 

〇消費者の年齢その他の特性に配慮し，消費者権の実現

を図る 

〇条例上の基本理念にのっとり，事業活動に関し遵守すべ

き基準を作成するとともに，消費者からの苦情を処理す

るため必要な体制を整備する 

〇契約の条項を定めるに当たっては，その内容が消費者に

とって明確かつ平易なものになるよう配慮する 

〇個人に関する情報を適正に取り扱う 

〇環境に配慮した活動を行う 

〇消費生活施策に協力する 

 

 

 

〇消費生活施策に協力する 

〇条例上の基本理念にのっとり，消費生活施策を推進する 

〇条例の目的を達成するため，国及び他の地方公共団体との密接な連携を図る 

〇消費者団体の活動について，必要な支援を行う 

消費者の役割（第 7条） 事業者の責務（第 5条） 

本市の責務（第 4条） 
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２ 計画の位置付け及び計画期間 

 

（１）計画の位置付け 

京都市消費生活基本計画（以下「基本計画」という。）は，京都市消費生活条例第 10条 

の規定に基づき，市民の消費生活の安心及び向上を確保するため，本市における消費生活

施策を総合的かつ計画的に実施し，消費者権の実現を図ることを目的とした本市の消費者

行政の基本となるものであり，「はばたけ未来へ！京プラン 2025（京都市基本計画）」の分

野別計画の１つに位置付け，関連分野と整合，連携を図りながら，各種施策を推進します。 

また，この計画は，平成 27年 3月に策定した「～ともに考え・学び・行動する～消費生活 

プラン（京都市消費者教育推進計画）」と一元化することにより，消費者教育の推進に関する

法律第 10条第 2項の規定による国の方針を踏まえ策定する計画としても位置付けることと

します。 

なお，計画の推進に当たっての各施策は，暮らしの総合行政として，広く他の関連する分野

の取組についても包含しています。 

 

（２）計画期間 

計画の実施期間は，「はばたけ！未来へ！京プラン 2025（京都市基本計画）」の着実な推

進のための分野別計画であることから，同計画と同じ５年間とし，令和 3（２０２１）年度から

令和 7（2025）年度までに取り組む施策を掲げています。 

なお，社会状況等の変化に対応するため，必要に応じて見直すこととしています。 

 

 

【参考】計画を策定するに当たり，考慮する視点：「SDGs」と「レジリエンス」 

 2015（平成２７）年９月，国連において気候変動，生物多様性，感染症，紛争など地球規模の課題の解決に

向け，先進国と発展途上国が共に取り組むべき国際社会全体の普遍的な目標として持続可能な開発目標

（SDGs）が掲げられました。「目標 12：つくる責任 つかう責任」では，持続可能な生産消費形態を確保するこ

とが掲げられ，「持続可能な開発及び自然と調和したライフスタイルに関する情報と意識を持つようにする」こと

などが盛り込まれており，私たち一人一人の持続可能な消費行動を更に普及促進していく必要があります。 

 また，人口減少や少子高齢化のみならず，地域コミュニティの希薄化，地震や台風といった自然災害などの都

市が抱える課題の中，「持続可能性」とともに，あらゆる危機に対応・克服できる能力を意味する「レジリエンス

（Resilience）」がキーワードとなっています。京都市は，ロックフェラー財団が提唱し，2013年～2015年の

3箇年で世界 100都市を募集した「100のレジリエント・シティ」の 1都市として選定されました。レジリエン

スなまちを実現してくためには，次の社会を支える担い手をオール京都で育成していくことが，より一層求められ

ています。 
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【参考】 計画の位置付け 
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4 【世界文化自由都市宣言】 

「世界文化自由都市とは，全世界のひとびとが，人種， 宗教，社会体制の相違を超えて，平和のうちに，ここに自由につど

い，自由な文化交流を行う都市をいう。」 

昭和５３年１０月１５日，京都市は市会の議決を得て「世界文化自由都市宣言」を行い，以来，宣言をあらゆる政策の最上

位の都市理念と位置付け，この理念の下，文化を基軸とした都市経営を進めています。 

 
5 【京都市基本構想（グランドビジョン）】 

京都市基本構想とは，21世紀の最初の 4半世紀における京都のグランドビジョンを描くものです。京都市は，この基本

構想に示す市民のくらしとまちづくりの実現に向けて，総合的かつ計画的な行政の運営を図るものとしています。 

（都市理念）世界文化自由都市宣言４ 

（市政の基本方針）京都市基本構想（グランドビジョン）５ 

京都市基本計画 

「はばたけ未来へ！ 京プラン２０２５」（令和 3年度～7年度） 

第 3次京都市 

消費生活基本計画 
令和 3年度～7年度 

京都市 

消費生活条例 

国（消費者庁） 

消費者教育推進法 

条例第１０

条に定める

消費者権の

実現を図る

ための基本

的な計画 

法第１０条

に定める消

費者教育推

進施策につ

いての計画 

消費生活分野

に係る計画 
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３ 計画を着実に推進する仕組み 

 

（１） 本市の推進体制 

計画の推進に当たっては，京都市消費生活審議会を開催し，消費者，事業者及び学識経

験者等の立場から，本市の消費生活施策について意見を聴取するとともに，消費生活行政に

関わる局，区等で構成する「消費生活行政推進会議」において，計画の進捗状況や消費生活

に関する問題解決のための情報交換を行い，消費生活施策の計画的・効率的な推進を図り

ます。 
 
（２） 国・他都道府県との連携 

消費生活施策を効果的に推進するため，また，消費者被害の未然防止や製品事故の拡大

防止のため，国や他の都道府県との連携を密にし，情報交換等を行うとともに，必要に応じ

て，国に対して意見を述べていきます。 

特に，消費者問題が複雑化・多様化する中で，高齢者等の見守り体制の強化や若年者へ

の消費者教育等を更に充実・強化していくことが求められており，こうした新たな課題に対応

していくためには，国による各地域の実情に即した財政支援が不可欠です。これまで実施して

きた消費生活施策の水準を今後も継続，発展させるため，本市の極めて厳しい財政状況も踏

まえ，国に対しては，必要な財源を継続的・安定的に確保できるよう，今まで以上に強く要請

していきます。 
 
（３） 消費者団体との連携 

消費者団体には，各地域において，消費者が必要とする情報を提供し，普及啓発，教育に

取り組み，消費者被害の防止や救済のための活動が期待されます。また，個々の消費者の声

を束ね，集約し，具体的な意見を表明し，行動することも消費者団体の重要な役割です。この

ため，行政は，消費者団体へ必要な情報を適宜提供するなど，その活動を支援するとともに，

消費者団体はもとより，事業者団体など様々な団体と連携し，安心・安全な消費生活や消費

者市民社会の実現に向けて施策を推進していきます。 
 
（４） 事業者・事業者団体との連携 

消費者の安心・安全の観点から，事業者や事業者団体が取り組む苦情処理に関する体制

の整備や顧客の声をいかした情報提供，事業者の社会的責任の観点からの消費者教育の取

組が進むよう，事業者や事業者団体との連携を図ります。また，消費者志向経営6を掲げる事

業者については，広く市民へ周知をすることで「優良な事業活動」の見える化を推進します。 
 
（５） 施策の実施状況等の点検，評価，公表 

施策の実施状況については，年度ごとに事業実績や統計指標等を取りまとめます。特に重

点課題については，関連する事務事業を複数，あるいは単独で抽出したうえで，毎年度，実施

計画を立てるとともに，年度終了後に点検及び評価を行います。 

また，事業実績等については，京都市消費生活審議会に報告するとともに，市民に公表し

ます。 

審議会から聴取した意見については，これを尊重し，施策に反映するよう努めます。 

 
6 「消費者志向経営」については，P18の注釈参照 
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４ 消費生活行政における今後の課題 

 

＜消費者被害の多様化・複雑化＞ 

高齢化の進行，成年年齢の引下げ，デジタル化の進行，訪日外国人・在留外国人の増加

等，私たち消費者を取り巻く様々な環境の変化に伴い，消費者被害も多様化・複雑化してい

ます。全国的に少子高齢化が進む中，本市では，６５歳以上の高齢者から寄せられる消費生

活相談の割合が全体の約３割を占めています。また，人口１万人当たりの学生数が政令市の

中で最も多い「大学のまち」，「学生のまち」であり，近年のＳＮＳの急速な普及により，その利

用を巡ってのトラブルの急増が，成年年齢の引下げも相まって懸念されます。 

このように，高齢者や若者の世帯の単身化や地域コミュニティの衰退等により，消費者被

害は深刻化，潜在化する傾向にあり，とりわけ地域から孤立しがちな高齢者については，消費

生活総合センターと地域の多様な主体が連携し，消費者被害の掘り起こしを行うとともに，高

齢者等がそれぞれの持つ潜在能力を発揮することのできる環境整備が必要となっています。 

 

＜新型コロナウイルス感染症等，非常時における消費行動＞ 

新型コロナウイルス感染症は，私たちの消費生活に大きな影響をもたらしました。感染症の

拡大を契機として，不確かな情報による生活用品等の買占めなどの合理的でない消費行動

や，品切れ等への不満を理由とした店舗の従業員への行き過ぎた言動が見られました。また，

デジタル化が急速に進む中，インターネットを利用した通信販売やスマートフォン等の接続回

線の契約等において消費者トラブルや悪質商法が多発し，便利で豊かな消費生活に潜む影

を鮮明に映すものとなりました。 

こうした現状を踏まえると，非常時にこそ冷静で適切な消費行動が必要であることや，自分

のことだけではなく社会全体のことを考えた一人一人の消費行動が求められることとなりま

す。このため，デジタル化の進展への対応を含め，消費者教育を更に推進する必要がありま

す。 

 

＜持続可能な社会へ向けた取組＞ 

一方で，持続可能なより良い社会の実現に向けた機運は高まりつつあります。2015年の

国連サミットで採択された SDGs（持続可能な開発目標）では，消費者には自らの消費行動

が社会に与える影響を考えて行動する責任（「つくる責任 つかう責任」）が求められており，

その理念の下で，人や社会，環境に配慮した消費行動である「エシカル消費（倫理的消費）」

の概念が生まれました。 

我が国において，家計が支出する消費額は GDP（国内総生産）の約５４％を占めるため，

一人一人の消費者が消費生活に関する必要な知識を習得し，情報の収集を行い，環境に配

慮した自主的かつ合理的な選択を行うことで，持続可能なより良い社会への実現に向けて大

きく前進することが期待できます。 

 

＜条例や条例施行規則の見直しの検討＞ 

平成２８（２０１６）年と平成３０（２０１８）年には消費者契約法が，また，平成 28（２０１６）

年には特定商取引法が改正されるなど，消費者の権利・利益の擁護に関する重要な法律が

見直されています。一方，京都市消費生活条例は，平成１７（２００５）年に施行されて以降，こ

うした法の改正内容に応じた見直しがなされてこなかったことから，法との整合性を図るた

め，同条例及び同条例施行規則の見直しやこれらの運用の見直しについて検討する必要が

あります。 
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第二章 目指すべき将来像と基本方針・重点取組 

 

１ 将来像 

 

（１） 消費者が安心・安全に暮らせる社会の実現 

健全で豊かな生活を営むためには，その基盤となる消費生活の安定と向上は欠かすこと

ができません。消費者が安心・安全に生活できるよう，消費生活情報の収集と提供，関係機

関・団体等との連携による被害の未然防止と拡大防止，食品の安全性を確保するための監

視指導，適正な商品表示を推進するための調査指導，法令遵守の指導を行う等，「消費者が

安心・安全に暮らせる社会」の実現を目指します。 

 

（２） 京都固有の文化をいかした消費行動による「消費者市民社会」の実現 

京都は，伝統の中から生まれた食材を無駄なく大切に使う「始末」の心や「もったいない」

の精神，さらには，暮らしの中で育まれた「本物・本質」へのこだわりを大切にしてきたまちで

す。このような京都固有の文化は，持続可能なより良い社会への実現に向けた理念と合致し，

こうした優れた文化を次世代に継承し，発展させる取組を一層推進する必要があります。 

そして，京都に息づく暮らしの知恵や心を大切にした市民ぐるみの消費行動によって，安

心・安全な消費生活はもとより，消費者一人一人が，自分だけでなく周りの人々や，将来生ま

れる人々の状況，社会経済情勢や地球環境にまで思いを馳せて生活し，社会の発展と社会

的課題に積極的に参加する社会である「消費者市民社会」の実現を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「消費者市民社会」とは 

消費者教育推進法では，「消費者市民社会」を「消費者が，個々の消費者の特性及び

消費生活の多様性を相互に尊重しつつ，自らの消費生活に関する行動が，現在及び将

来の世代にわたって内外の社会経済情勢及び地球環境に影響を及ぼし得るものである

ことを自覚して，公正かつ持続可能な社会の形成に積極的に参画する社会」と定義して

います。同法では，「消費者教育は，消費者が消費者市民を構成する一員として主体的

に消費者市民社会の形成に参画し，その発展に寄与することができるよう，その育成を

積極的に支援することを旨として行わなければならない」ことが基本理念として掲げられ

ています。 
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２ 基本方針・重点取組 

 

（１） 基本方針 

消費者を取り巻く現状は，高齢化の進行やデジタル化・国際化の進展により，急速に変化

しており，こうした社会情勢の変化に応じて，消費者被害は，より多様化・複雑化する傾向に

あるため，消費生活施策においては，このような課題に柔軟に対応することが求められるとと

もに，SDGs等を踏まえたより良い社会の実現に向けた施策を推進する必要があります。 

これらの視点を適切に個別施策に反映させ，本計画が目指す将来像を実現するために，４

つの基本方針を定め，具体的な施策を展開していきます。 

 

基本方針１ 消費者安全の確保 

 

基本方針２ 消費者被害の救済 

 

基本方針３ 消費者教育の推進 

 

基本方針４ 消費者市民社会の形成 

 

（２） 重点取組 

社会経済情勢等の変化，市民の意識や日常生活の変化等を踏まえ，『消費者安全確保地

域協議会の設置』，『エシカル消費の普及促進』を重点的に取り組むべき課題と位置付けま

す。 

〇消費者安全確保地域協議会の設置 

高齢者や障害者などの消費生活上特に配慮を要する消費者（以下「高齢者等」とい

う。）の健康や生活の不安につけ込んだ悪質商法等の手口は複雑化・巧妙化しているた

め，高齢者等を対象とした情報提供や注意喚起などの啓発等をより一層強化する必要が

あります。また，周囲に相談できる人がいない場合や，判断能力が不十分な高齢者等は被

害に遭っているという認識が薄く，問題が潜在化する傾向にあるため，家族をはじめ，地域

の様々な主体が，高齢者等が被害に巻き込まれないように目配り，気配りする体制である

消費者安全確保地域協議会を本市が主体となって設置し，消費者被害の掘り起こしを行う

とともに，被害を未然に防止することで，高齢者等が生きがいをもって日常生活を営むため

に，積極的に地域社会に参加するなど本来持っている能力を安心して十分に発揮すること

のできる環境を整備します。 

 

〇エシカル消費の普及促進 

SDGsの目標 12「つくる責任 つかう責任」では，2030年までに，人々があらゆる場

所において，持続可能な開発及び自然と調和したライフスタイルに関する情報と意識を持

つようにすることなどが掲げられています。 

このため，人や社会，環境に配慮した消費行動であるエシカル消費の理念を広く市民に

普及啓発し，取組の促進を図るとともに，様々な主体と連携・協働することで，全ての人の

利益が最大化された持続可能な社会の実現を目指します。 
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【基本方針の構成】 

 

本計画は，消費生活を巡る現状及び課題，そして，これまでの取組を踏まえ，計画を体系的

に推進していくため，基本方針を消費者が消費者市民へと移行する工程として，４つに分類

し，各工程に対して計９つの「施策目標」を設定し，社会情勢を踏まえた，具体的な施策を展

開していきます。 

 

 

 

 

 

 

基本方針 施策目標

㉒消費者志向経営を促進するための基盤整備

９　消費者，事業者，行政間の信頼向上，連携・協働の促進

８　「誰一人取り残さない」より良い社会に向けた支援

⑲「誰一人取り残さない」より良い社会に向けた消費者への支援

⑳環境に配慮した消費行動・エシカル消費の推進

㉑高齢者等への支援

㉓連携・協働を支える地域の枠組みの構築

基本方針４　消費者市民社会の形成

基本方針２　消費者被害の救済

４　消費生活相談体制の充実・強化

⑩相談機能の強化と相談しやすい環境の整備

⑪相談内容の高度化への対応

７　消費者教育を担う人材育成

個別施策

基本方針１　消費者安全の確保

１　安全な消費生活環境の確保

①衣食住の安全性の確保

②商品等の安全性の確保

③危害等に関する迅速かつ的確な情報提供等

④非常時における合理的な消費行動の推進

⑨取引行為に関する制度の検討

２　表示等の適正化の推進

⑤表示等の適正化に向けた指導等

⑥生活必需品の安定供給と適正な価格の確保

⑦事業者に対する指導等の強化

⑰学校等における消費者教育の担い手の育成

⑱地域における消費者教育の担い手の育成

基本方針３　消費者教育の推進

６　戦略的な消費者教育の推進

⑭学校等における消費者教育の推進

⑮地域社会における消費者教育の推進

⑯家庭における消費者教育の推進

３　取引の適正化

⑫各種相談事業の実施

⑧適正な取引行為の徹底

⑬様々な相談窓口との連携の強化

５　消費生活相談以外の相談事業の充実・強化
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第三章 具体的な施策の推進 

 

基本方針１ 消費者安全の確保 

 

市民が安心・安全な消費生活を実現するためには，消費者被害を未然に防止することや，

商品等の安全性を確保することが必要です。また，デジタル化の進展に伴い，取引方法が多

様化し，悪質商法や不当な取引行為が増加している現状においては，商品等の表示・広告の

適正化等を図るための施策を推進します。 

 

 施策目標１ 安全な消費生活環境の確保 

消費生活の安心安全を確保するため，事業者に対する監視指導や，消費者への迅速か

つ的確な情報提供を行います。 

 

  個別施策① 衣食住の安全性の確保 

消費者被害の未然防止を図り，消費生活の基盤である衣食住の安全性や，商品等の安

全性を確保できるよう，生産者，加工者，流通，販売者における食等の安全管理体制の推

進，食品の安全性や表示についての監視・指導体制等の充実，安心して暮らせるすまいな

ど，安全性の確保について支援します。 

 

  個別施策② 商品等の安全性の確保 

消費生活にとって重要・不可欠である商品等について，その特性に応じた表示等を適正

に運用します。 

 

  個別施策③ 危害等に関する迅速かつ的確な情報提供等 

商品等の使用等により生じた消費者事故や多発している消費者被害に関する情報収集

を行うとともに，消費者被害の発生・拡大を防ぐため，収集した情報を消費者へ迅速かつ的

確に提供します。 

また，情報提供の際には，若年者・高齢者等，消費者の年齢及び特性に応じて，注意喚

起や情報提供の内容・情報伝達手法を工夫し，より効果的な注意喚起等を行います。 

 

  個別施策④ 非常時における合理的な消費行動の推進 

大規模災害時や感染症拡大時等の非常時では，SNS等の普及に伴う誤った情報の拡

散等により消費者が心理的に不安定な状態に陥り，合理的でない消費行動をとってしまう

可能性があります。 

このような状況を踏まえ，日頃からデジタル社会における合理的な消費行動，SNS等が

社会に与える影響，災害に関する知識等を広く普及啓発することで，非常時においても消

費者が自主的かつ合理的な消費行動を選択できるよう取組を推進します。 
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・食品等事業者を対象とした HACCP（ハサップ）7制度化の周知・指導及び導入の支援  

・住宅・建築物の耐震診断補助，耐震改修設計補助等，市民が主体となって行う耐震化の取組への支援 

・食品衛生監視員による飲食店等の監視指導及び衛生環境研究所等での食品の検査 

・環境衛生監視員による，公衆浴場，理容所，美容所，クリーニング所等，生活衛生関係営業施設の衛生監視指導 

・食の安全・安心情報の正確かつ迅速な提供 

・消費者の年齢・特性に応じた様々な手法による，消費者被害に関する情報の迅速かつ的確な発信 

・消費者の年齢・特性に応じた非常時における情報リテラシー教育8の推進 

 

 

施策目標２ 表示等の適正化の推進 

消費者が適切に商品等を選択することができるよう，表示等の適正化等を推進します。 

 

  個別施策⑤ 表示等の適正化に向けた指導等 

消費者が適切な商品等を選択するためには，品質や内容について適正な表現により情

報が提供される必要があるため，定められた基準を事業者に遵守させる取組を行います。 

 

  個別施策⑥ 生活必需品の安定供給と適正な価格の確保 

消費者が安心して消費生活を営むためには，生活関連物資が安定的に適正な価格で供給

されることが必要なため，価格や需給動向を把握するとともに，著しい価格高騰時などには必

要な調査を行い，関係局と連携して所要の対策を講じ，消費者に情報提供を行います。 

 

 

 
・法に基づく販売業者等に対する立入検査等 

・食品表示監視指導業務 

・価格動向や需給状況に関する情報収集及び価格調査の実施等，生活必需品の物価安定対策 

・市場で価格形成を担うせり人等に対する講習 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
7 「HACCP（ハサップ）」とは，食品等事業者自らが食中毒菌汚染や異物混入等の危害要因（ハザード）を把握したうえで，

原材料の入荷から製品の出荷に至る全工程の中で，それらの危害要因を除去又は低減させるために特に重要な工程を管

理し，製品の安全性を確保しようとする衛生管理の手法です。 
8 「情報リテラシー」とは，メディアの特性を理解し，それを目的に適合的に選択し，活用する能力であり，メディアから発信さ

れる情報内容について，批判的に吟味し，理解し，評価し，主体的能動的に選択できる能力を示すものです。 

『施策目標１の主な推進施策』 

『施策目標２の主な推進施策』 
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施策目標３ 取引の適正化 

消費者取引の適正化を図るため，不当な取引行為を行う事業者に対する指導等の取組

を行います。 

 

  個別施策⑦ 事業者に対する指導等の強化 

法令違反の取引行為を行う事業者に対して，法令上の措置が迅速に適用されるよう，関

係法令上の権限を有する関係機関と緊密に連携します。特に，刑事処分の可能性がある案

件については，警察との連携により積極的に対応します。 

また，悪質な勧誘や誇大広告等，法令違反の疑いのある案件については，京都府，京都

府警，京都弁護士会その他の関係機関との連携の下，早期対応による被害の拡大防止を

図ります。 

 

 個別施策⑧ 適正な取引行為の徹底 

商品等や取引形態の複雑化・多様化に伴い，不当な取引行為が多様な形態で横行して

いる現状を踏まえ，消費者被害を未然に防止し，取引の適正化を図るため，関係機関と連

携するとともに，京都市消費生活条例に掲げる不適正な取引行為を行った事業者に対する

指導・勧告等の条例上の措置を速やかに行います。 

 

 個別施策⑨ 取引行為に関する制度の検討 

適正な取引の確保のための制度について，国における消費者関連法の改正等の内容を

踏まえ，条例・規則の見直しについて検討するとともに，京都府と連携し，不適正な取引行

為を行った事業者に対する指導やその効果的な執行体制の在り方等について検討します。 

 

 

 

・不実告知による契約等，不適正な取引行為を行う事業者に対する指導等 

・京都府，京都府警察，京都弁護士会等関係機関との情報の共有，連携の強化 

・弁護士を講師とした事業者向け出前講座の実施 

・事業者・事業者団体への情報の提供，指導，自主行動基準の策定や遵守の働き掛け 

・適格消費者団体9との定期的な情報交換・意見交換の実施等，連携の強化 

・京都市消費生活条例施行規則等の改正及び運用の見直しに向けた検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
9 「適格消費者団体」とは不特定かつ多数の消費者の利益を擁護するために差止請求権等を行使するために必要な適格

性を有する消費者団体として内閣総理大臣の認定を受けた法人のことをいい，全国に２１団体あります。 

『施策目標３の主な推進施策』 
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基本方針２ 消費者被害の救済 

 

消費者を取り巻く社会情勢の変化による商品等・取引形態等の複雑化・多様化に伴い，こ

れまで以上に消費者と事業者の間に情報量・交渉力の格差は拡大しており，消費者被害の

内容も複雑・多様化しています。 

このような状況の下，市民に最も身近な消費生活相談窓口である消費生活総合センター

は，これらの相談に迅速かつ的確に対応し，消費者被害の未然防止を図るとともに，消費生

活相談をはじめとする消費者被害の救済体制の一層の充実・強化が求められます。 

 

 施策目標４ 消費生活相談体制の充実・強化 

情報通信技術の高度化や，社会経済情勢の変化による消費者の多様化・複雑化に伴う

相談内容の複雑化・多様化に的確に対応できる仕組みを整備し，消費者被害の救済につ

いて積極的に対応するとともに，トラブルに遭った際にすぐ相談できるよう，消費生活総合

センターの認知度の向上に取り組みます。 

 

  個別施策⑩ 相談機能の強化と相談しやすい環境の整備 

消費生活総合センターでの電話又は来所による相談に加え，インターネットを活用した相

談や，土日祝日の電話相談を NPO法人に委託して実施するなど，多様な相談機会を提供

し，相談しやすい環境の整備に努めます。また，SNSを活用した相談の受付等，消費生活

相談のデジタル化についても，国や他都市の動向を見据え，検討していきます。さらに，消

費生活相談窓口の利用促進を図るため，市民しんぶん，ホームページその他あらゆる方法

で周知・広報を実施します。 

 

  個別施策⑪ 相談内容の高度化への対応 

消費生活専門相談員のあっせんによる解決が困難な案件に対し，弁護士等の専門家が

支援する仕組みを整備し，消費者被害の事例に即した的確な対応を図ります。また，消費生

活専門相談員が，複雑多岐にわたる相談内容に適切に対応できるよう，業務に関する専門

的な研修を実施するとともに，応対時に相談者から適切に情報を引き出すためのヒアリン

グ力，コミュニケーション・スキル，交渉力等の向上等を目的とした研修を実施し，相談員の

総合的な資質の向上に努めます。 

 

 

 
・電話，面談，インターネット等，様々な手法による消費生活相談の実施 

・タブレットの活用等，更なる相談機能の充実・強化 

・消費生活土日祝日電話相談の NPO法人への委託 

・弁護士による多重債務相談の実施 

・研修会への参加促進による消費生活専門相談員の資質の向上 

・消費生活相談業務に対する支援事業の実施 

・京都市消費者サポートチーム10による消費者被害への迅速かつ適切な対応 

 
10 消費生活相談のうち，解決が特に困難な消費生活相談事案について，消費生活専門相談員，事務職員及び弁護士がサ

ポートチームを編成し，専門的観点から相談者へ解決策を提示することにより，相談の早期解決を図る仕組みを平成２１年 

１０月から導入しています。 

『施策目標４の主な推進施策』 
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 施策目標５ 消費生活相談以外の相談事業の充実・強化 

日々の消費者トラブルを潜在化させない視点から，消費生活相談以外にも様々な相談事

業を実施し，相談窓口間の連携の強化を図ります。 

 

  個別施策⑫ 各種相談事業の実施 

消費生活の様々な場面で必要となる法律知識についてアドバイスを受けることができる

よう，弁護士による無料法律相談を実施します。また，日常生活上の様々な問題や商品等

の種類に応じて，必要な情報を入手し，疑問の解消やトラブルの解決に向けてアドバイスを

受けることができるよう，司法書士や行政書士等による各種相談事業を実施します。 

相談事業の実施に当たっては，市民に最も身近な区役所・支所で相談できる機会を設け

ることが重要であり，弁護士による無料法律相談の実施等，引き続き，区役所・支所におけ

る相談機会の充実に努めます。 

 

  個別施策⑬ 様々な相談窓口との連携の強化 

消費生活総合センターが相談内容に応じて，より適切な相談先を紹介したり，また逆に，

他の相談窓口が消費生活総合センターを紹介するなど，相談窓口のネットワークにより，相

互の連携を強化します。 

とりわけ，消費者が相談することによって初めて被害に気付くこともあるため，具体的な

相談内容の定まらない消費者への対応についても十分配慮し，市民に身近な区役所・支所

と消費生活総合センターの連携を更に強化するなど，より適切な相談窓口を紹介すること

ができるようにします。 

 

 

 
・弁護士による京都市民法律相談の実施 

・交通事故相談の実施 

・市政一般相談の実施 

・行政書士，司法書士等の関係団体との各種相談事業の共催 

・各種団体が実施する相談事業に対する後援 

・京都市外国籍市民総合相談窓口における相談・情報の提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

『施策目標５の主な推進施策』 
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基本方針３ 消費者教育の推進 

 

自ら考え行動する「自立した消費者」になるため，学校，地域，家庭，職域等の様々な主体

が相互に連携しつつも，それぞれの立場において，消費者が，生涯を通じて切れ目なく消費

者教育を受けられる機会の充実を図ります。とりわけ，令和４年４月からの成年年齢の引下げ

を踏まえ，若年者のみならず幅広い年齢層に対しての取組を推進するとともに，地域特性に

応じた消費者教育11を体系的・総合的かつ効果的に推進します。 

また，消費者教育を担う人材に対して必要な情報を適宜提供するなど，その育成を支援し

ます。  

 

 施策目標６ 戦略的な消費者教育の推進 

学校，地域，家庭等，発達段階やライフステージに応じた多様な場を活用するとともに，

年齢層に応じた啓発手法を採り入れることで，生涯を通して切れ目のない消費者教育を推

進します。 
 
  個別施策⑭ 学校等における消費者教育の推進 

高等学校在学中に生徒等が成人年齢に達することを踏まえ，小学校段階から児童生徒

自らが現在及び将来において，消費者被害に遭わないだけでなく，自らが加害者にならな

いことや，消費者被害から救済されるといった自己実現を図るための能力（課題解決のた

めの思考力，判断力，表現力等）の育成が一層重要となることから，発達段階に応じた「自

立した消費者として行動するための力」の育成に向けた取組を積極的に進めます。 
 
  個別施策⑮ 地域社会における消費者教育の推進 

消費者教育は生涯を通じて，誰もが，どこに住んでいても受けることのできる権利である

ため，地域特性をいかした人材や消費者団体，事業者団体等の関係団体等と連携しなが

ら，地域における消費者教育を推進します。 
   
個別施策⑯ 家庭における消費者教育の推進 

家庭は全ての教育の出発点となることを踏まえ，子どもの発達段階に応じた消費者教育

を親子で一緒に学ぶ機会を提供するとともに，実践に結び付くような手法や教材を採り入

れることで，より効果的な取組を推進します。 

 

 

 
・小学生・中学生向けの実践的な消費者教育教材の作成・配布 

・高校生向け消費者教育教材の提供 

・消費者団体，大学等と連携した消費者教育推進事業の実施 

・消費者月間における消費者啓発 

・消費生活専門相談員による出前講座の実施 

・消費者力パワーアップセミナーの開催 

 
11 「地域特性に応じた消費者教育」 

 京都は，1000年を超える伝統の中で培われた食文化や「もったいない」に代表される始末の文化が息づくまちであり，持続可能な消費

生活社会の実現に向けた取組を行いやすい土壌が備わってます。伝統的な都市住宅である京町家に見られる気候に対応する知恵と工夫，

ものを無駄にせず長く大切に使おうという精神文化等，消費者教育においても，こうした京都らしい暮らしの文化を次世代に引き継ぐ視点で

推進する必要があります。 

『施策目標６の主な推進施策』 
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 施策目標７ 消費者教育を担う人材育成 

消費者団体等の関係機関・団体に対し，消費者教育を担う人材について自主的な取組

を促すとともに，消費者教育の担い手の育成に努めます。 

 

  個別施策⑰ 学校等における消費者教育の担い手の育成 

学校等の教員には，消費者教育の推進役としての役割があります。そのため，教員の指

導力を向上させる取組をより一層推進することにより，適切な消費行動を日常生活の中で

実践することができる，自ら考え行動する自立した消費者を育成します。 

 

  個別施策⑱ 地域における消費者教育の担い手の育成 

地域においては，消費者問題の専門家として消費者団体等の多様な主体が，培った専門

性をいかし，消費者教育の担い手として活躍することが期待されています。このため，行政

は，消費者団体等が十分に力を発揮できるよう，必要な情報を適宜提供するなど，その活

動を支援します。 

 

 

 
・教職員の資質・指導力向上に向けた研修事業 

・消費者教育の担い手に対する学習機会の提供等，実践的な消費者教育推進支援事業 

・消費者団体との協働による啓発事業 

・京・くらしのサポーターと連携した啓発活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

『施策目標７の主な推進施策』 
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基本方針４ 消費者市民社会の形成 

 

京都は，伝統の中から生まれた食材を無駄なく使う「始末」の心や「もったいない」の精

神，暮らしの中で育まれた本物・本質を見抜く「めきき」の力など，持続可能な消費行動をす

るうえで大きな力となる生活習慣が根付いたまちです。 

日常の消費は，経済活動はもとより，環境や福祉などとも密接に結び付いており，私たち一

人一人の消費行動は，社会を大きく変える原動力ともなります。 

京都市では，社会情勢の変化や複雑・多様化する消費者の特性に配慮しつつ，常に正確

な情報を迅速に発信し，また，消費者が，習得した知識や情報を実践することにより社会のモ

デルチェンジを図り，持続可能な社会の形成に向けて自主的に行動することを支援するととも

に，事業者，消費者等の様々な主体が連携・協働し，相乗効果を生み出すことができる枠組

みの構築に向け取り組みます。 

 

 施策目標８ 「誰一人取り残さない」より良い社会に向けた支援 

高度情報社会への対応，環境に配慮した消費行動の促進や高齢者等への支援をするこ

とで誰一人取り残さない持続可能な社会の形成を図ります。 

 

  個別施策⑲ 「誰一人取り残さない」より良い社会に向けた消費者への支援 

私たちは誰もが消費者です。このため，多様な主体が私たち一人一人の消費行動が総

体として社会に影響を与えることの重要性を幅広い世代の消費者に発信することで，「誰

一人取り残さない」より良い社会の実現を目指します。 

 

  個別施策⑳ 環境に配慮した消費行動・エシカル消費の推進 

持続可能な社会を実現するためには，一人一人の消費者が，自分のことだけでなく，周

囲の人々や未来を担う世代，あるいは国内外の社会情勢や地球環境への影響といったミク

ロ・マクロ両方の視点から，自主的かつ合理的な消費行動を選択する必要があります。そ

の礎を構築するため，環境に配慮した消費行動やエシカル消費の概念を広く普及促進しま

す。 

 

  個別施策㉑ 高齢者等への支援 

高齢化の進行等に伴い，高齢者等の消費者被害が将来的に増加することが予想されま

す。また，高齢者等の健康や生活の不安につけ込んだ悪質商法等の手口も複雑化・巧妙化

しているため，高齢者等に対する情報提供等をより一層強化するとともに，高齢者等の消費

者被害を防止するため，民生児童委員，地域包括支援センター，地域団体などの地域にお

ける既存の見守りネットワーク等や関係機関・団体等との連携を図り，高齢者等の見守りを

推進することで「誰一人取り残さない」より良い社会の実現を目指します。 
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・健全な食生活の実現を目的とした，食育セミナー等の開催 

・「京 都 の四 季 を五 感 で味 わい ，京 都 の食 文 化 に親 しむ ！ 」 をコンセプ トと した 「京 の食 文 化 ミュージアム・ あじわい館 」関 連 事 業  

・全ての人が生活しやすい社会環境の整備を目指した「みやこユニバーサルデザイン」の推進 

・市民活動総合センターにおける市民活動団体等への総合的な支援の実施 

・人や社会・環境・地域に配慮した消費行動「エシカル消費（倫理的消費）」の普及促進 

・「DO YOU KYOTO?（環境にいいことしていますか？）」プロジェクトの取組 

・市民の自主的な環境保全活動の推進を目的とした「京都環境賞」 

・消費者安全確保地域協議会の設置 

・認知症サポーター，キャラバン・メイトの養成 

 

 施策目標９ 消費者，事業者，行政間の信頼向上，連携・協働の促進 

消費者と事業者は対極な関係と捉えられる傾向にありますが，実際の社会生活において

は，両者の利益が一致する点は多いといえます。例えば，健全な市場の実現による消費者

の安心・安全の確保，消費の拡大による経済の好循環の実現等は，消費者，事業者が共有

する重要な利益といえます。 

SDGsの実現が課題となる中，上記のような共有利益の実現・拡大のために，消費者，

事業者，行政間の信頼向上，連携・協働の促進を図ります。 

 

  個別施策㉒ 消費者志向経営12を促進するための基盤整備 

事業者は，消費者からの問合せ等を通じて，様々な分野の消費生活に関する情報に触れ

る機会があります。このため，事業者が活動の中で得た情報等を踏まえて，消費者全体の

視点に立った事業活動（消費者志向経営）を行うことができる枠組みの構築に向けた取組

を推進することで，全ての人の利益が最大化される社会の実現を目指します。 

 

  個別施策㉓ 連携・協働を支える地域の枠組みの構築 

消費者が安心して暮らすことができる地域社会の形成を図るため，教育，福祉，医療，保

健，防災，警察等の行政部局・機関や，消費者団体・事業者団体，ボランティア団体，

NPO，郵便局，宅配事業者等の幅広い関係者と連携して，市民から寄せられる消費生活相

談への対応，市民や事業者等の地域ネットワークによる消費者被害防止等のきめ細かな取

組を促進します。 

 

 

 
・市民や観光客の食の安全の確保を目的とした「京・食の安全衛生管理認証制度」 

・ソーシャル・イノベーション・クラスター創出13事業 

・環境マネジメントシステム規格「KES」の認証の普及 

・こども・地域・あんしん・あんぜんパトロールの実施 

・消費者団体懇談会の開催 

・世界一安心安全・おもてなしのまち京都 市民ぐるみ推進運動 

 

 
12 「消費者志向経営」とは，事業者が消費者の視点に立ち，「みんなの声を聴き，かついかすこと」，「未来・次世代のために取り組むこ

と」，「法令を遵守/コーポレートガバナンスの強化をすること」を重点に置いた経営のことをいい，「サステナブル経営」とも呼ばれます。 
13 ビジネスとして収益性を確保しつつ社会的課題を解決する「ソーシャルビジネス」について，人材育成セミナーによる担い手の育成及び

認証等による企業支援体制の構築を図るもの。 

『施策目標８の主な推進施策』 

『施策目標９の主な推進施策』 


